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論 文

集団成熟度と組織能力が原価企画成果 に及 ぼす

　　　　　　　影 響につ い て の 実証研 究

陸 根孝

〈論文要旨〉

　本研究 は、原価企画を推進 した企 業の 集 団成熟度 を基準 と し、企業 を 2 分類 した うえ で 、 重要成

功 要因 と して の組織 能力 と推進 成果間 の 関連性 を把 握 し、探 索的な観 点か ら集 団成熟度 に よる推進

成果 の差 を検証する 。 こ の 目的 の ため 、 製造業 か ら回収 した 103 企業 に対す る ア ン ケー ト分析を実

施 した。分析結果 を見 る と、第
一

に、集団 の 成熟度 の 高 い 企業 で は成熟 度の 低い 企業よ り推進成果

『

が相対的 に 高か っ た e 第 二 に、分 散分析の 結果 によ る と、集団成熟度は すべ て の 推進成果 と正 の 関

連性 を持 っ て い て 、ロ
ーカル 能力を 除いた 組織能力 （アーキテ クチ ャ能力や プ ロ セ ス能力）は集団

成熟度 との 結合に よる 交互 作用効果 を示 した。こ れ らを ま とめ る と、原価企画 シ ス テム を推進す る

企業が 、当初期待 した とお りの成果 を収め るために は 、 集 団の 成熟 度 に関す る事 前管理が必 要で あ

る こ とを示唆 して い る 。
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The　Ef£ect　of　Group　Maturity　and 　Organizational　Capabilities
　　　　　on 　Performance　of 　Target　Cost　Management

Keun −Hyo 　Yook

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 AbstracI

Amalor 　objective 　of 　this　study 　is　to　examine 血e　effects 　of 　group　maturi 重y（GM ）and 　organizational

capabilities （OC ）on 　 performance　 of 　Target　 Co5’ ManagementCTCM ） systems ．　 Two 　 hypo出esis　 were
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1 、 は U め に

　原価企画 と は 、既存の 機能 的業務 を中心 と した体 系 とは異な り、顧客 満足 に 向けて 顧客の視点

か らサ プライ ・チ ェ
ー

ン 上 の す べ て の プロ セ ス で 、 コ ス ト、 品質、納期な どの 目標を同時に達成

して い く戦略的利益 管理 活動 と言える 。

　グロ
ー

バ リゼ ー
シ ョ ン の 進 展 に よ っ て 、 急激 な変化 が もた らされ た企 業 に お い て 原価企画 を推

進す る ため に は、企業 哲学お よび組織構成原理 な どに 対する 根本的な考え 方の 転換 、 新 しい アプ

ロ ーチ 、 多様 な側面 で の 細 か い 運営手法 な どが要求 され る e

一方 、原価 企画 を推 進す る 企業の う

ち 、か な りの 数は初期に期待 した通 りの 成果を収め られな い と報告 して い るが 、 こ れ は原価企画

を推進 した企 業が急激 な変化 を受容す る 能 力、すなわ ち組織 の 成熟 水準が まだ十分で はな い状況

下で 原価企 画 を推進 した ためで あ る と思 われ る。

　最近、原価企画 にお い て 成功 を収めた企業に つ い て の 多 くの 事例研究が文献に提示 され てい る 。

しか し、原価企画 を推進す る企 業の 立場か ら所期 の 成果 を収 め るた め に重点 的 に管理す べ き重要

成功要 因 は何 か 、 推進 成果 は主 に どんな 次元で 評価で きる の か 、そ して どん な企業が原価企 画に

お いて 成功で きる の かな どに 対す る研究は まだ十分 で は な い
i

。

　そ こで 、 本研 究は 、先行研 究で 提示 され た原価 企画 の 重 要成功 要 因 、 推進 成果 、 集 団の成熟 度

（group　maturity ） に関す る 文献 の検討を通 して 、関連変数の測定項 目を開発 し、 さ らに実証研

究 を通 じて原価企画 の 関連研 究に お いて 理論的 な土台 を提供す る こ とを 目的 として い る 。 この た

め に原 価企画 を推進 した企 業の 集 団成熟度を中心 に 、成功要因として の 組織能力 と推進成果間の

関連性 を把 握 し、探 索的な観 点か ら集団成熟度に よ る 推進成果 の 差を検証す る 。

2 ． 研究の フ レ
ー ム ワ

ー
ク

2．1 研 究モ デル

　本研 究 は、原価企画 を 推進す る 「すべ て の 企業が成功す る とは 限 らな い」 と い う基本仮説 を もっ

て い る 。 こ れ は 、企業が原価企画活動 を推進 した として も必ず し も成功す る の で はな く、既 存の 改

善プロ グラ ムを実行 した経験 があ り、変化 を受容す る こ とが で きる 組織底辺 の 能力の あ る企 業が期

待 した とお りの 高い 成果を収める 可能性が高い とい うこ とを意味す る。この よ うな仮説 を通 して 本

研 究で は、集団成熟の 程度 を 「組 織変化 に お ける組織の 事前の 変化経験の 程度 およ び組織変 化の 管

理能力 の 総体 」 として 認識 し、集 団成熟度 によ っ て 成功要因 と成果 問 の 関連性 を把握す る こ とを試

み る 。

　本研 究で は 、 原価企画 の 成功要因や推進成果 を測定す る こ とが で き る項 目を各々 提示 し、これ ら

の 変数間の相互関連性 を集団成熟度に よ っ て 把握す る こ と にする 。即ち、集団成熟度 を異 にす る企

業で 、さ らに重要 成功要因が異な るな らば、推進成果 が どの よ うに異 なる か を明 らか にするため に

調査を実施 した 。 こ の た めの研 究モ デル は 図 1 の とお りで ある。
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図 1 研究モ デル

原価 企画 を支援

す る組織 能力
一

「
→

［ 壅亟：］
　　　　　　　　　　／
　　　集団成熟度

　本研究で は 、集団成熟度 とい う概念 を導入 して 、 集 団成熟 度 に よ っ て 企業 を 2 分類 して 、そ れぞ

れの 企業群 ごとに組織能力 と原価企 画 の 推進成果 との 関連性を 調 べ る こ とで あ る 。 つ ま り 、 集団成

熟度 を コ ン トロ
ー

ル 変数 と して 、原 価企画 を支援す る 組織能 力 と推進成果 との 関係 を捉 え る こ とで

ある。こ の 点 に関連 して 次の 2点 を重点的 に分析す る こ とにする 。第
一

は 、集団成熟度の 高 い 企業

と、低い企業間 の 推進成果の 差異を検証する 。 第二 は 、 原価企画の 推進成果は、原価企 画を導入 し

た 当時の 集団成熟度及び原価企 画 を支援する 組織能 力 に よ っ て 各 々 影 響 を受 ける だけで はな く 、

こ れ らの 2変 数の 結合効果 （交互 作用 ）に よ っ て も 、 影 響 を受 け るか を明 らか にす る 。

　仮説 1 ： 原価 企画 を推進す る企業は集 団成熟度に よ っ て 成果が異な る。

　仮説 2 ：原価企画 の推進成果 に対する 組織能 力の 影響 は集 団成熟度 によ っ て 異 なる 。

2．2 変数 の 定義

　本研究で は、原価企画 を支 援す る組 織能 力を独立変数と して 、推進成果 を従属 変数、そ して集団

成熟度を コ ン トロ
ー

ル 変数 と して 想定 した。

　 まず、原価企画 の 成果 と し て は因子分析結果 に基づ いて 三 つ の 変数 を設定 し、原 価企画責 任者の

評価 に基 づ い て推 進成 果 を多面 的 に測定 し た。まず 「開発 ・設 計効率 」 は コ ス トを考 慮 した設 計

（DTC ：design　 to　 cost ）、開発設計体質の 強化、エ ン ジ ニ アの コ ス ト低減努力な ど、研究開発段

階で の 効 率的な運用 に繋が る 成果変数 で ある 。 「品質 ・納期 の 改善1 は機能や品質の 改良な い し完

成度、開発 リ
ー

ドタ イム の短縮、他社製品 に対する 先行性 （新製品 の 適時導入 ）な どとの 関 連で そ

の 製 品の 市場性 あるい は商品 力に 注 目して い る 。 こ れ に対 して 「コ ス ト低減 」 は製品コ ス トの 引下

げと購入 資材費用 の 削減な ど財務的な 成果 に関連する指標で ある。

　次 に 、コ ン トロ
ー

ル変数 の 集団成熟度 に つ い て見 る こ とにす る 。 企業で の 原価企 画推進 は組識構

成員お よび組織構造 な どにお い て 多 くの変化を もた らす こ とにな る 。 この よ うな組織内変化を管理

する さ い に考慮すべ き要素 と して は、課業、組織構造、組織構成員な どが あげられ （Leavitt，1965）、

組 織構造や 課業の 性格 に した が っ て そ の 変 化過 程 は異 な りうるが 、原価企 画 シ ス テ ム の 導入 の よ う

な変化 を成 功 させ る こ と にお い て 重要 な要素 と して 集団成熟 度が 上げ られ る
ii。即ち、集団の 環 境

変化 に対する 対応能力、組織の 自己理 解力、情報提供の 融通 性、意思 決定 や 権 限配 分 に 関す る 内部

的過程 の 統 合な どに おけ る集 団成熟 の レ ベ ルは 、原価 企画推進 過程の 成功と深 い 関連 性が あ り、 原

価企画 推進に お い て 成功要因 として の組織能力 と成果 間 の 関係 は集 団成熟 度 に よ っ て 異な る と考
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え られ る 。

　 本研究で は 、Schein （1988 ， 1992）で 提示 され た成熟度の 基準 と細部項 目 を用 い た 。
　 Scheinは集

団の 成熟ある い は発展 に関す る基 準は環境 変化 対処能 力 、 組織 目的 に対 す る合意 、 業 務理解 力 、 コ

ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン過程の 統合な どの 側面で 探索され る べ きで ある と主張 し 、 10項 目を提示 した。

　次 に重要 成功要 因 とし て の 組織能 力に つ い て 述 べ る 。 伝統 的に企業の 資源 中心思考 は 、 企業 に価

値 が あ り、 希 少で 模倣 で き な く 、 代替 で きな い 資源な い し能 力 （local　capabilities ）を持 つ とき、

競争企業に よ っ て 容易 に複製され ない斬新な価値創造戦略を行 う こ と に よ っ て 、持続 的競争優位 が

達 成で きる とい う考 え方 で ある 。 しか し、この考 え方 は予測 で きな い 急速 な変化 がお こる 状況で は

特定企業が、な ぜ、いか に競争優位 を持た な い か を適切 に 説明で きな い 。競争展望が 転移 して い る

市場 で は、経 営者が急速 に変化す る環境 に 対処す る ため、内部 ・外 部 力量 を統 合、構 築、変形 す る

こ と に よる ダイナ ミ ッ ク能力が持 続的競争優位の 源泉に なる 。

　こ の ように 組 織能力概念に はい くつ か の タイ プが ある が iii、本研究で は、楠木他 （1995）の 組織

能力概念に基づ い て 、組織の 保有する 知識は （D 知 識ベ ー
ス （knowIedge　base）、　 （2）知識 フ レ

ー
ム （knowledge　frame＞ 、　 （3＞知 識ダイ ナ ミ クス （knowledge　dynamics） とい う 3 つ の レイヤ

ー

の重 な りと して 把握する こ と にする 。知識べ 一
ス は 特定の 物理的単位 に基づ い て 区別可能 な個 別的

知識 に光を 当て る レイヤ
ー

で あ る 。 例 えば 、 個 入 に体現 さ れた特定 の 機能 につ い て の 知識 、 さまざ

まな情報処理装置やデータベ ー
ス 、パ テ ン トな どが知識ベ ー

ス に含 まれ る。知識ベ ー
ス が提供する

個別 的な組織能 力が 「ロ
ー

カル 能 力」 で あ る 。 知識 フ レ
ー

ム には個別 知識相 互 の リン ケージや優 先

順位 に関す る知 識が含 まれる 。知識 フ レ
ー

ム は個別的な知識 の 持 っ て い る安定的なパ タ
ー

ン を規定

する 組織構造や 戦略に注 目する レイ ヤ
ー

で ある 。例 え ば、タ ス ク分割の や り方や 、組織 形態の デザ

イ ン、権限の 配置な どは知 識べ 一
ス 上 の 個別的な知 識に特定の 安定的なパ ター

ン を与え る もの で あ

る 。 知 識フ レ
ー

ム か ら発生する組織能力は 「ア
ー

キ テクチ ャ 能 力」 （architectural 　capabilitjes ）

と呼 ばれ る 。 知識 ダイ ナ ミクス はそ れぞれ の個別知 識の 間の ダイナ ミ ッ クな相互作用を通 じて 知識

ベ ー
ス 上の 個別知識をダイナ ミ ッ ク に 結合 し、変換する プ ロ セ ス に焦点を あわ せ た レイヤ

ー
で ある。

知識ダイナ ミ クス が提供する 能力は知識が 相互 作用する プ ロ セ ス か ら発生 す るの で あ り 、 その 意 味

で 「プロ セ ス能 力」 （process　 capabilities ） と呼 ばれ る 。

　本研 究で は 、原価企 画 の先行研 究か ら多様な 成功要 因 を抜 き取 り、これ らを 要因分析 を 通 じて 3

つ の 組織能 力概念に分類 ・整理 した e

3． 研究方法と調査対象

　具体的に は 、ア ン ケー ト調査 を 中心 に 直接イ ン タ ビ ュ
ーの 方法 もあわ せ て 行 っ た。質問項目はい

ずれ も 5 点 リッ カー ト ・ス ケ
ー

ル に よ り測定し た 。 また、重要成功要 因 と して 21 項 目、推進成果

として 20 項 目、そ して 集団成熟度 と して 10 項 目に よ り構成 した
lv

。

　分析 に用 い たデ ータは東証
一

部上場 の 製造企 業 の 中で 原価企 画 関連部署が設置され て い る 企 業

か ら収集され た e 質問票で は、測定の 信頼性を 高め るため に原価企画 推進 プロ ジ ェ ク トに参加 した
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経験が ある部長以 上の 管理 者 に よる 回 答 を求 めた 。 製造企業 に 760部送付、103社か ら回答 を回収 し 、

回収率は 13．5％ で あ っ た v 。

　回答企業の 業種別構成 比 をみ る と 、 機械 （20．2％）、電気機器 （26．3％）、輸送用機器 （28．3％）、

精密機器 （9．1％ ） に属 して い る企 業が 大部分を 占めた 。 また 、回答企 業の 規 模別分 布 を売上高で

み る と、300億円以上 の 企業がサ ンプルの 約 75％ を 占め 、 従 業員 1，000人 以上の 企 業が約 71％ を 占め

る とい う大企業 中心の 構成 とな っ て い る 。

4． 実証分析 の 結果

4．1． 基礎統計量の 分析

　原価企 画の 重要成功要因 に関連す る質 問項 目の順位 で は 、　 「最高経営 者 の 強い意 志 ・支 援」 （4．

49）、　 「原価 見積 シス テ ム の 整備」 （4．29）、　 「構 成員の コ ス トに つ い て の 十分な 理 解」 （4，22）な ど

が重視 されて い る 。

一
方、　 「経験 の 移転」 （3．32）、　 「同時開発型の 製品開発方式」 （3．49）、　 「人材

の 多技能化 」 （3．51）な どは 低位に あ っ た。

表 1 重要成功要因の 基礎統計量

重要成功要因
　平均

＊

（標準偏差）

因子

負荷 量

因子分析

Cronbach α

1 情報 シ ス テ ム （VE 、　 Cost　 Table等 ） の 整 備 4．18（0．68） 0．587

2 研究開発部門で 開発する 新技術や新材料 3．82（0．77＞ 0．628

3 製造部門 で 保有す る 製造／品質技術 と情報 3．90（0，66） 0．655
ロ ーカ ル

　能力

O．7428
4 原価実績把握 （原価見積） シ ス テ ム の 整備 4．29（0．63） 0．644

5 チ
ー

ム メ ンバ
ー

の 豊富な知識 4，03（0．69） 0．513

6 構成員の コ ス トに つ い て の 十分な理解 4．22（0．53） 0．554

7 最高経営者 の 強 い 意 志 ・
支援 4，49（0．73＞ 0．469

8 強力なプ ロ グラム 管理者 （PM ） の 必要 3．76（0，82） O．538

9 同時開発型 の 製品開発方式 3．49（0．98） 0，607

10 機能横断的チ ーム 組織 3，71（0。84） 0．666

アーキ テ ク チ ャ

　　 能力

　 　 0．723011 利益計画 と の 連繋 （リ ン ケージ ） 4．14（D．63） O．569

12 入 材 の 多技能化 3，5i（0．77） G，667

13 原価企画 に つ い て の 教育 と普及 4．04（0．64） 0．529

14 協力企業 と の 協調 体制 3．94（0．78） 0．465

15 原価企画専門部署 とス タ ッ フ の 協 調体制 3．99（o．97） 0．559

16 経験 の 移転 （Job　 Rotation） 3．32（0．77） 0．501
プ ロ セ ス

　能力

0．7096
17 情報 の 共有化 4，i4ω．63＞ 0．521

18 従業員の 主体性 3．89（0．78＞ 0．733

19 従業員へ の 権限委 譲 3．64（0、63） 0，707

＊ 成 功の た め に ど の 程度　要 で あ る か を、　 1 全 く　 要　し な い 」 か ら　 5 非常 に　要視
す る 1 の 5点 尺 度 を 用 い て 測定．固有値 1以 下 の 第 4 因 子 に 属 す る 成功要 因 の 内容と して

は，顧客志向 の 考 え方、チ
ーム メ ン バーの 役割を 明 確 に 認識な どが あ る。
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　原価企画 を推 進 した結 果 として 得 られ た成果 項 目に対 する個別 の 統計 量 を見 る と 、 平均値 は 3．4

1（5点 ス ケ
ー

ル）で 、それ ほ ど満足 で き る成果を収 めて い る とは言え ない
。 そ の 内容を見 る と 「購入

資材費用 の 削減 」 （3，96）、　 「製 品 コ ス トの 引下 げ」 （3，95）、 「積極的な コ ス ト低減 努 力」 （3．92＞

な どの 項 目で は比較的高い 成果 を得た 。一
方、 「新製品の 適時導入」 （2．97） 「生産開始後の 設計変

更 の削 減」 （3．06） 「開発 リー ドタイムの 短縮化 」 （3．11）な どは低か っ た 。

表 2 推進成果 の 基礎統計量

推進成果の内容
　 平 均

事

（標準偏差）

因 子

負荷量

因子分析

Cronbach 　 a

1 製品 コ ス トの 引下げ 3．95（0．66） 0．674

2 購入資材費用 の 削減 3．96（0．62） 0．703
コ ス ト

低減

0，7473
3 製造前段階 の 新製品関連 コ ス トの 低減 3．56（0．74） 0．648

4 製造現場 に お け る ム ダ の 排 除 3．74（0．69） 0．755

5 品質 ・機能性 の 改善 3．44（0．64） 0．639

6 開発 リ
ードタ イ ム の 短 縮化 3．U （0、83） 0．695

市場性

の 向上

0．7210
7 新製品 の適 時導 入 3．40（0，72） D．620

8 顧客ニ ーズ に 応 じ た製品 の 開発 2．97（0，81） 0．771

9 固有技術と 管理 技術の開発
・
促進 3．30（0，70） 0．860

10 コ ス トを考 慮 した 設計 の 定着 3．73（0，77） 0．710

11 開発設計体質の 強化 3．35（0，84） 0．450

開発 ・設計

の 効率化

　 0．784312 積極的な コ ス ト低減努力 3，92（0．59） 0．559

13 生産開始後 の 設計変更 の 削減 3．06（ ．86）　　 0，487

＊成果 に対　 る 　度を 、　 1 かな り不満 で あ る 」 か ら　 5 夛常 に 　足　て い る 」 の 5、」
尺度 を用 い て 測定 し た。固有値 1 以下 の 第 4 因子 に 属す る 推進成果 の 内容と して は、全

社的組織 の 活性化、収益性向上 の た め の 製品 ミ ッ ク ス 、設計 に 販売業者な どの 参加機会

拡大、接客 の 回数 と顧客対応時間 の 増大 な どが あ る。

　そ して 集 団成熟度 を判 断す る ため の基 準 につ い て 聞 い た 10 項 目の 平均値 は3．22（5点 ス ケ
ー

ル）

で 、原価企画 を 推進した 大部分の 企業が 、ある程度集団成熟 度 を備 えた状況 下で 原価 企画 シス テ ム

を推 進 した こ とが分 か る 。 各 々 の 項 目を見 る と、 「業務遂行 にお い て メ ンバ
ー

相互 間の 協力程度」

（3．59）、 「メ ンバ ー
の 組織 目標に対 する 十分 な認識」（3，42）な どは集団成熟度 の 高 い レベ ル で、 「業

務遂行 にお い て 使われ て い る 明確な規範及 び手順」（2。82）、 「組織内外部の 環境変化 へ の対処能 力」

（3．Ol）な どは集団成熟度の 低い レ ベ ル で 原価企 画 を推進 した こ とが分か る 。

4．2 測定変数の検証

　因子分析の 基本段階は 変数の 間 の 相関関係 を通 じて 変 数 間の 概 略的 な関係 を把 握 す る こ とで あ

る 。 Pearsonの 相 関マ トリ ッ クス を表 4 に示 した。 これ を見る と、ア
ー

キテ クチ ャ 能力や プ ロ セス

能力と成果変数間 の相関は 比較的高 くな っ て いて 、相対的 に他 の 組織 能力変 数 と成果 変数 間の 相関

は低 い とい え る 。 ロ
ーカル能 力 と 3 つ の 成果 変数の 間に は 有意な相関は見つ か らなか っ た。特異な

の は 、ロ
ー

カル 能力と コ ス ト低減間には 有意で は なか っ たが 、負 の 相関 関係が示 され た こ とで ある 。
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表 3 集団成熟度の 基 礎統計量

集団の 成熟度 の 判断基 準
　平均

＊

（標準偏差）

因子

負荷 量

1 業務遂行に お ける メ ン バ ー相互 間の 協力程度 3．59（O．81） 0．561

2 業務遂行 に お い て 使 わ れ て い る 明確 な 規範及び手順 2．82（0．96） 0．607

3 組織内外部の 環境変化 へ の 対処能力 3．01（0．79） 0．663

4 過去 に 業務改善プ ロ グ ラ ム を推進 した経験 3．33（O．98） 0．532

5 メ ンバ ーの 組織 目標 に 対す る 十分な認識 3．42（0．83） 0．582

6 集 団 内 の 人 的 ・物 的 資 源 の 最 大 限 利 用 3．27（0．8D0 ．727

7 意思決定過程 の 効率性 3．18（O，74） 0．685

8 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン 過程 の フ ィ

ードバ ッ ク の 程度 3．00（0．76） 0，761

9 メ ン バ
ー

の 所与業務 の 遂行能力 3．34（0、70） 0．576

10 少数意見 の 承認 （受入 れ） 3．23（0．73） 0，622

集団成熟度 の 全体の 平均 3．22（0．52）

集団成熟度 の 項 目全体 の Cronbach α 0．8081

＊ 集団 成 ，、度 の 程度 を、　 1 ま っ た く な か っ た」 、　 5 全 くそ の とお り で ある 」

の 5 点尺度 を 用 い て 測定 。 主 成分分析 の 結果、固有値 1 以 上 の一
つ の 成 分 の み 抽

出した。

表 4 相 関関係（pearson ）

　　　　　　　 成果

成 功 要 因
コ ス ト低減 開発 ・設計 の効率 市場性 の 向上

ロ
ーカル 能力 一〇．091（0．390） 0．142（0．179） 0．054 （0．612＞

アーキ テ ク チ ャ 能力 0．188（0．074）a 0．126（0．233） 0．229（0．029）h

プロ セ ス 能力 0．039（0．715） 0，175（0，D98）膕 0．255（0．Ol5）b

（ ）内 は 有意確率 で あ る ．a 二psO ．1　 ：b：p≦ 0．05　 c ：p≦ O．　Ol

　続 い て 、 収集 資料と測定道具 に対す る信頼性及び妥 当性を見る こと にす る 。本研 究で は原価 企画

シス テ ム の 重要成功 要因 と推進 成果 間の 関連性 を捉えるため に、既存の 研究 に基づ いて 各変数の 測

定項 目を 選定 した 。こ れ ら の 新 し く選定され た重要成功 要因 と推進成 果変数 に対 す る概念 的な妥 当

性を分析する ため に 直交回 転 （VARIMAX 基準）に よる 主成分 （PCA ）分析を実施 した。そ の結果 、

固有値 1以上 の 因子が 、原価企 画の 重要成功要 因とし て 3 つ の 要 因、推進成果 と し て 3 つ の 要 因、

そ して集 団成熟度 とし て 1 つ の 要因が抽出 され 、要因の 説明力は 60％ を 上回 っ て お り、適切に 要 因

の 区分がな され る と言え よ う 。 また 、 質問に対す る 信頼 度 を検証 す るため に Cronbach一α を用 い た。

主 要構成要素に対 する信頼度を分析 した結果 、す べ て の 要 因に対 す る 信頼度 の 係 数が O．7以 上 とな

り、 主成 分 （因子 ）に つ い て 有意な解釈を下す こ とが で き る。

4．3 集団成熟度 に よる推進成果 の 差異

　本研究 で は、原価企 画 を推進 するす べ て の 企業が 当初の 計画 どお りの 成 果を収 め られ る わ けで は

な く、集団成熟度 によ っ て 異 な りうる とい う仮説 を持っ て い る 。すなわ ち 、集団成熟度の 高い企業
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が低い企 業よ り組織 変化に おい て 成功す る可能性が 高い と言 え る た め 、本研究で は集団成熟度 に よ

る推進 成果 問 の 差 を検証す る た めに わ 検定 を行 っ た。

　集団成熟度 による 推進成果 の 差 を検証す る ため、集団成熟 度の 全体企業の 中位数 （median ） を基

準 と して 分析対象の 企業を 上 下 2 つ の グル
ー

プに分 け、そ の 差を検証 した 。 2 つ の グル
ー

プに っ い

て の 推進成 果の 平均 値 と ともに、 2 つ の グループ間 の 平均 差が有意 な の か、また要 因別の 分析に有

意差がある の か を調 べ る ため、差異検定を した結果 を表 5 に 示 した。そ の 結果、 2 つ の グループ間

には 、すべ て の 要因で 有意差 があ っ た 。 し たが っ て 、集団成熟度が 原価企画 シ ス テ ム の成果 に影響

を及 ぼす こ とが 分か る 。

表 5 集 団成熟度 による 推進成果 の 平均

要 因 別 の 推進成果 の 平均 （標準偏差）

要因 集団成熟度 の 低 い

グル ープ （44社）

集団成熟度 の 高 い

グル ープ （47社）

差異検定

（t一値）

コ ス ト低減 3．50（O．52） 3．85（0．47） 3．38gc
開発 ・設計 の効率性 3．37（0．60） 3．69（0．39） 3．207c

市場性の 向上 3．08（0．57） 3．32（0，49） 2．095b

回 答 企業全 体 3．32（0．46） 3，62（0．34） 3．572c

有意確率 b ：p≦O．　05c ：PsO．el

4．4 重要成功要因 と推進成果 間の 関連性

　原価企画 の 推進成果 は 、企業が との よ うな組織能 力を使用す る か と、原価 企画 を導入 した当時の

集 団成熟 の レベ ルが どの 程度 で あるか に よ っ て 影響 を受 ける だ けで はな く、これ らの 2 変数の 結合

効果 （交互 作用） に よ っ て も、影響を受ける と言え る。

　 こ れ らを検 証す る ため に分散分 析を行 っ た 。 その 結果 は、まず集 団成熟度 の 差 によ る推 進成果 に

関す る検定 の 結果 、 F 値 が有意 で あ る の で （三 つ の ケー
ス で F 一値 は 有意 で ある ）、成熟度に よ っ

て 成果に差が生 じる と判断で き る。また 、ロ ーカ ル 能力の 差 に よる推進成果 に 関する検定 の 結果 も、

F 値 が有意 で ある の で 、ロ ーカル 能力 に よ っ て 成果 が変化す る と い え る 。しか しなが ら、分散分析

表の 数字だけ で は 、各要因 の 主 効果 に つ い て 当該要因が従 属変数 に対 して 正 の 効 果を も っ た の か 、負の

効果を も っ た の か は判定で きな い
。 単 に相 関が存在す る こ とが判明 しただ けで 、どうい う方向で相関が

あるの か不 明 で あ る。こ の た め には グラ フ を図示 して み る と分 か りや す い 。図 2（a）によ る と、集団成熟

度はすべ て の 推進成果 に正 の 影 響 を及 ぼす こ とを示 したが 、ロ ーカル能 力は成果 に 対 して 正の 効果

がある とは言えない 。

　 また交互 作用 効果に つ いて みて み る と、予測変数で あ る ア
ー

キ テ クチ ャ 能力や プロ セス 能 力 と集

団成熟度 間の 交互 作 用効果 は各 々 確認 で きたが 、集 団成熟 度 と ロ
ーカル 能 力間の 交互作用 効果 （結

合効果 ）は 得 られな か っ た。とい うの は次の 二 つ の 理 由で 説 明で き る。まず、ある 程度集 団成熟度

を備 えて い た として も ロ
ー

カル能 力の み で は推 進成果 は得 られ に くい こ と と、第二 は 、ロ
ー

カ ル 能

力が い か に十分 に備わ っ て いて も 、 原価 企画 を導入 しよ う と した当時の 集 団成熟 の レベ ルが低 い と 、
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集 団成熟 度 と組織能 力が原価 企画成果に 及ぼす

　 　　　 影響に つ い て の 実 証研究

原価 企画 の推 進成 果 は期待で きない とい う こ と で あ る。こ れ に対 し て 、集団 の 成熟度 が ある程度備

わ っ て い た企 業で は、ア
ー

キテ クチ ャ 能力や プロ セ ス 能力が発達 し て い る と、高い推進成果 を もた

らす とい えよ う 。 以上 を要約す る と、仮説 2 は部分的に支持され る とい え る。全 体的な トレ ン ドか

ら見 る とき 、 こ れ らの 結果 は、集団成 熟の レベ ルの 低 い 企業 で 、 原 価企 画活 動 を推進す る場合 には

期待 した とお りの 成果を達 成す る こ とがで きない 可能性が高い とい う こ と を示唆 して い る 。

表 62 元 分散分析 （2 元交互作用効果）
＊

変数　　　　　　 2乗値合　　　自 由度 　　 平 均2乗 値　　　 F 値　　　 有意確 率

Panel 　A ： ロ
ーカ ル 能力 と集団成熟度 に よ る 推進成果

集団成熟度 （a） 6，543 1 0．252 2．655 0．004
ロ
ーカ ル 能 力（b） 2．504 1 0．193 2．004 0．048

交 互 作 用 （a ＊b） 2、924 里 0．n4 O．S28 0．689

Panel　 B： アーキ テ ク チ ャ 能力と集団成熟度 に よ る 推進成果

集団成熟度 （a） 8．20G 1 0，328 2．293 0．011
ア
ー

キテ ク チ ャ 能力 （c） 1．428 豆 0、102 0．697 0．762

交 互 作用 （a ‡C） 5．146 1 0，151 2．814 0．015

Panel　 C： プ ロ セ ス 能力 と集団成熟度による 推進成果

集団成熟度 （a） 7，605 1 0，293 2．169 0．016
プ ロ セ ス 能 力（d） 1，492 1 0．124 0．929 0．529

交 互 作用 （a＊d） 4，3go 1 0．142 1．811 0，091

＊　 こ こ で 推進成果 の 指標 は、コ ス ト低減、開発設計の効率、市場性の向上 の 3 つ の 成果指標の

平均値を使 っ て い る。
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　本研究 で は 、原価企 画 を推 進 した企業の 集団成熟度 を基 準と して 、重要成功 要 因 と して の 組織

能力と推進成 果間の 関連性 を把握 し、探索 的な観点 か ら集 団成熟度 によ る推進 成果 の 差 を検 証 し

た 。

　本研究の 主 な結果 を要 約す る と次の とお りで ある 。 基礎 統計 量を見 る と、原価企画 シス テム の

推進 成果 に対 す る要 因分析で は、 コ ス ト低減 、開発 ・設計の 効 率、市 場性の 向上 の 3つ の 次元で

把握 され 、多 くの 回 答企 業 は一般 的な 文献 にお ける 議論 と は 異な り、優れ た 成果 は収 め られ な か
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っ た こ とが分か る。

　第一に 、 集 団の 成熟度 の 高い 企業 で は推進成果 が比較的高 く 、 集 団 の 成 熟度 の 低 い 企 業で は推進

成果が相対的に 低か っ た 。 第二 に 、分散分析 の 結果 に よ る と、集 団成熟度は すべ て の推進 成果 と正

の 関連性を持 っ て い て 、 また組織 能力 に つ いて は ロ
ー

カル 能力 を除い た ア
ー

キ テクチ ャ 能力や プロ

セ ス能 力が集 団成熟度 との 結合 に よる交 互作用効 果 を示 した 。

　 この こ とが示唆する と ころ は 、原価企画 シ ス テ ム を推進する企 業が 、当初期待 した とお りの 成果

を収 め るため には 、 集 団の 成熟度 に 関す る管理 、す なわち、自発的か つ 能動 的雰 囲気の 醸成 、効率

的コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン構造 の確立、業務処理上 の有機的な協力関係造成な どの 原価企画 シ ス テ ム の

推進基盤 を整備 しな けれ ばな らな い と言 え る 。

　本研 究の意義は原価企 画 を支援する 組織能力と推進成果 を新 し く グル
ープ化 して 提示 し 、 こ れ

らの 間 の 関連性 を集 団成熟度 に よ っ て 把握 す る こ とによ り 、 今 後 の 原価企 画 シ ス テ ム 研 究 の体系

化に寄与 す る とい うと こ ろ にある 。
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注

i
この 方面に関す る最近 の 実証研究 として は、吉 田 （2001）， 窪田 （2001）な どに 限られ て い る。

ii
成熟 と は、成就 （達成）、相対的自律性、そ して 責任 を持つ 能 力を意味す る。か つ て Argiris（1957）、

Herzberg（1959）、 McGregor（1960＞な どが 人間中心的な成熟 の 概念 を主張 した 。 また 、
　Mills （1967）

　は、組織は個人の 集 ま りか ら始 ま り、一
つ の有機体の よ うに形 成され成長する こ と に よ っ て 成熟

　状態 に到達 す る と主 張 した 。 Blanchard＝ Hersey（1996）は構 成員集団 の成 熟度 が低 い 場合 には 、 リ

　ーダーが よ り構造的な行動 をと る必要が あ り、こ れ ら の 要素は 人 間の教育と経験 に よ っ て 影響を

　受ける と して いた。Argyrisは、公式組織が個 人の 行動に 及 ぼす影響を検討す る 過程で 、い わ ゆ

　る 未 成 熟
一
成 熟 （immaiurity−maturity ）理 論 を 展 開 し た 。 ま た 、

　 Herzbergは 動 機 一衛 生

　（motivator −hygiene）理論で 、　 McGregorは XY 理論で 、そ れ ぞれ 人間中心 的な成熟の 概念 を主張

　 した 。

in ダイナ ミ ッ ク能力 に注 目 して い る研 究 は多数 あるが 、 その 定義にお いて は多様 なバ リエ ー
シ ョ ン

　が存在す る 。また 、ダイナ ミ ッ ク能 力 と い う用語 も様 々 に 使用 されて い る 。例え ば、Kogut＝ Zander

　（1992）は、企 業の 知識資源を混合し、獲得 し、そ し て そ う い う資源か ら新 し い 適用 を 試み る組織

　的過程 を描 くため 、結合 的能 力 （combinative 　capabilities ） とい う言 葉を用 い た 。
　 Henderson・

　Cockburn（1994）は
‘
architecturai 　 competence

’
とい う用語 を使 用 した。

iv 重要 成功要因 （組織能 力） と推 進成果 は主 に加 登 （1993），田 中（1995），　 Ansari　 et　al ．，（1997），

　Cooper・Slag皿ulder （1997）な どか ら抜 き取 り、 集 団成熟度につ い て は、　 Schein（1988， 1992）か ら

　抽出した 。

VlO7
社か ら回答 を回収 したが 、無効回答 を除く実質回答 は 103社 で あ る。
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